
組織名

所在地

TEL

FAX

URL

e-mail

設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2021年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 59 人

うち常勤研究員数 56 人
非常勤研究員数 3 人

庶務体制

市民参加、外部連携

（３）会計

2022年度予算 千円　
2021年度決算 千円　
2020年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

高崎経済大学地域科学研究所

１　組織概要

群馬県高崎市上並榎町１３００番地
地域科学研究所事務室

027-344-6267

027-343-7103

https://www.tcue.ac.jp/list/tirs.html

chiikikagaku@tcue.ac.jp

2015年4月1日

群馬県高崎市

佐藤徹（所長／高崎経済大学地域政策学部教授）

２　組織動向

大学内の２つの研究機関を統合し、2015年4月に設立

―

社会科学・人文科学を基礎とする共同学術研究を推進するとともに、高崎市をはじめ地域における諸課題を研究し、広く交流
することを通して地域社会の発展に貢献する

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

6,175

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

職員2名配置（事務職員1名・有期雇用職員1名）
事務担当部署　研究グループ研究支援チームリーダーが総括

群馬経済研究所と連携し、研究会を開催

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

6,488
7,877

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算
他団体からの収入



定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

調査研究名

地方都市中心市街地研究

現代の地域におけるリー
ダーシップのあり方の研究

日本における「持続可能な地
域」実現の展望と課題

地方都市における中小製造
業の情報化に関する研究

３　活動動向

（１）活動実績　　
○紀要「産業研究」（年２回刊行）
○「高崎経済大学地域科学研究所ニューズレター」（年3回発行）
〇「地域科学研究所ブックレット」（年2冊刊行）

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：研究プロジェクトを研究所所員から公募する。研究所内に審査委員会を組織し、研究の妥当性等
を審査し採択テーマを決定する。）

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

４　特記事項

所員会議において各事業の担当責任者を決めている。

―

―

研究プロジェクトの研究期間を3年とする。研究最終年度の翌年度にその研究成果を公刊する。

本研究では，群馬県高崎市およびその周辺に本社機能を持つ，あるいは主要な工場を持つ，中小製造業を主な対象として，
各企業の歩みと経営戦略，社風などの特徴を明らかにすることを目的としている。その際，コンピュータ化や情報化，あるい
は新技術の導入など，技術的な側面に注目し，作業態様の変化，必要とされる技能や知識の変遷，事業構造の移り変わり，
人材の採用や育成についての影響などで，どのような経緯を辿ってきたか，働く人々がどのように感じていたか，などを調査
する。また最近のテレワーク化の要請への対応についても調べる。

５　2022年度に実施した調査研究

調査研究の概要

本研究では、人口減少時代における地方都市中心市街地のまちづくりについて高崎市を事例として研究を進める。
国内外の様々な中心市街地活性化の成功事例が散見されるものの、地域には特性があり、成功事例をモデルとして高崎市
に当てはめてもフィットするかどうか難しい点がある。こうしたことから、高崎市中心市街地の歴史的個性を見出しつつ、類似
都市、海外研究を行いながら、高崎市中心市街地で発生している諸問題、人口減少時代、高齢化時代に必要な地域政策的
な枠組みを検討し、提案する。

本研究の目的は、現代の地域において求められるリーダーやリーダーシップの特徴、成功要因、環境条件、歴史的背景を明
らかにすることである。地域リーダーを取り巻く社会環境の変化に伴い、地域づくりの担い手となる地域リーダー像を改めて
描き出し、その環境条件や成功要因を明らかにすることが喫緊の課題となっている。そこで、(A) 様々な分野、組織、部門、地
位などにまたがる事例調査を実施し、(B) リーダーシップに関する学術的な概念や分析枠組みを用いて整理・分析・統合を行
うことで、多様な関係者が存在する地域において発揮されているリーダーシップを十全に捉えることを目指す。

本研究では、様々な専門分野の研究者が集い、主に「経済・政治のガバナンス改革」と「域内経済循環」という観点から、少子
高齢化が進み、地方消滅が懸念される現代の日本において「持続可能な地域」を実現するための経済的・制度的・思想的基
盤を探る。


